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生物多様性は社会や経済の基盤となる自然資本であり、世界のGDPの50%以上に相当す
る44兆ドルの価値を生み出していると推定されています。

しかしながら、世界的に生物多様性は危機に瀕しており、生物多様性の急速な減少は主
に人為的な土地や海域の利用と改変、乱獲、外来種、汚染、気候変動によって引き起こさ
れています。1970年から 2016年の間に、哺乳類、鳥類、両生類、爬虫類、魚類の個体群は
世界全体で68%減少。このことは人間社会と経済に対して深刻な影響をもたらし、グロー
バルリスクであるとの認識が、世界の政治、企業、金融界、それぞれのリーダーのコンセ
ンサスとなりつつあります。

同時に、これらの世界的リーダーは、共通の国際目標であるネイチャーポジティブ
2030年とカーボンニュートラル2050年を、より深く連携させながら達成を目指すコミット
メントを表明する動きが続いています。この大きな国際的潮流が最も端的に表れたのが、
2021年11月に開催された国連気候変動枠組条約COP26で相次いだ政治リーダーと企業・金
融界リーダーによる野心的な目標達成への新たなコミットメントの発表です。代表的な
例として、カーボンニュートラル目標達成のためにもネイチャーポジティブ達成のため
にも不可欠な共通する根本的課題と対策として、100カ国以上の政治リーダーが2030年森
林減少ゼロ宣言に署名しています。

本リポートは、このような国際的なネイチャーポジティブ社会への世界的な移行期の
始まりに発行されることとなります。日本でネイチャーポジティブ経営を先導的に導入
しようと検討を始めている企業の経営層での議論の活性化に役立つことを強く願っています。

東梅貞義
ジャパン

事務局長

本レポートで研究テーマとした生物多様性は、社会活動・経済活動の基盤であり、
その損失は、既に予断を許さない程、深刻な問題となっています。

世界経済フォーラム（WEF）が2022年に発行した「グローバル・リスク報告書」で
は、今後10年間に起こり得る脅威として「生物多様性の損失」が、3位にあげられま
した。生物多様性の損失は、多くの産業にとってサプライチェーンに直接的な影響を与えます。
また、事業活動の根本を揺るがし得る人獣共通感染症も生物多様性の損失が一因だと
言われています。

生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）
は、「経済、社会、技術といったすべての分野に渡るトランスフォーマティブ・チェ
ンジ（社会変革）を緊急に、そして協調して起こすことができるならば、持続可能な
社会を形成することができる」という可能性を提示しています。アクセンチュアは、
健全な経済成長を遂げるには、一刻も早くこの変革を社会一丸となって起こす必要が
あると考えております。

このレポートは、これから生物多様性に取り組もうとする企業、すでに何らかの
取り組みを始めており課題を抱えている企業の皆様に、生物多様性の理解を深め、
保全に向けた取り組みをさらに前進させる一助となることを企図し発行するものです。
生物多様性が損なわれることなく、持続的な経済成長が実現される日が一日も早く来
ることを願っております。

海老原城一
アクセンチュア株式会社
ビジネスコンサルティング本部 ストラテジーグループ
公共サービス・医療健康プラクティス日本統括兼
サステナビリティプラクティス日本統括
マネジング・ディレクター
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エグゼクティブサマリ
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生物多様性への取り組みの必要性と企業がとるべき構え
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生物多様性とは

1

遺伝子が組み合わさって種を形成し、
種が組み合わさって集団の集合体を形成し、

集合体が組み合わさって群集を形成し、

それが物理的世界と相互作用して生態系や、

より大規模なバイオームを形成する

「生物多様性」とは、

「遺伝子」や「種」の多様性だけでなく
「生態系」の多様性も意味する
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様々な生物多様性の捉え方
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世界の陸地の が著しく改変され、海洋の は

累積的な影響下にあり、湿地の ・森林の が

消失し、また、哺乳類 鳥類 両生類 爬虫類 魚類の

個体群が平均 減少した

深刻な累積的
影響下にある海洋

66%

34%

消失した森林*

68%

32%

12

85%

15%

消失した湿地

75%

25%

著しく改変された陸地









直接的、間接的社会経済システムや社会生態学的システムへの

影響 （例：環境リスクの企業開示を通じて影響を受ける金融システム、ロ

ビー活動による海洋資源の管理システム、製品等による環境負荷の情報

開示による購買行動の変容など）

原料調達から使用済み原料の最終処理まで一連の事業活動および拠

点における生物多様性への依存と影響

バリューチェーン上の各拠点に地理的に隣接する陸域・海域・

流域への依存と影響

企業は、バリューチェーンを通じて広範に生物多様性と関わっており、環境リスク・負荷等の情報開示を通じた

金融システムや消費者、ロビー活動等による政府への影響力を勘案すると、その果たす役割は多大なものである

企
業
の
責
任
範
囲

各対象における影響の具体例

企業が営業上または財務上の支配力を持つ事業活動および拠点における

生物多様性への依存と影響
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コントロール可能な範囲 影響範囲

社会システム

バリューチェーン隣接地域

バリューチェーン

自社直轄範囲



③調達方針の実行・改善

（1）設定した方針の

実質的効果の確認

（2）外部機関による

方針内容・運用状況の検証

（3）取り組み成果の

報告・公表・改善

企業は、サプライチェーン全体での環境リスクを精査・評価し（①）、評価結果に基づいて調達方針を策定（②）。その

後、方針を着実に実行し、継続的に効果検証・改善を図る（③）ことで、事業全体の環境リスクを下げていくことが必要

②調達方針の策定①評価

代表的なコモディティ
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検討事項
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生物多様性保全に伴う事業機会

（）事業機会

単位：十億 ドル

The Future of Nature and Business 2020 21 Alpha Beta Identifying Biodiversity Threats and Sizing Business Opportunities: Methodological Note to the 
New Nature Economy Report Ⅱ: The Future of Nature and Business 2020 22
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Digital 

Technology

新素材合成
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Physical Technology
淡水化・ろ過

排水や混合物からの淡水抽出技術

再生可能エネルギーの効率化技術

原料/原資の効率収集や発電効率改善等を実現す
る技術

ナノテクノロジー

ナノ単位の粒子を制御し、素材•製品開発等に活か
す技術

バイオミミクリー
設計等で自然の構造•機能を模倣し、その恩恵を
人工的に 再現する技術

新素材合成

化学技術の応用による新素材の製造技術

その他物理的技

農具•漁具の加工技術、グリーンインフラ等の建設手
法など

Digital Technology
衛星技術
衛星写真と細かなエリア毎のデータの紐づけに
より、マクロな土地利用変化やその要因を分析
する技術

センシング・AI
熱•速度•音等、対象物の状態データの収集や、
収集データを基にした傾向分析•予測技術

ブロックチェーン
ネットワーク上の端末同士を直接接続し、取引
記録を分散処理•記録する、改ざんが困難な
データベース技術

3Dプリント

3Dプリンターによる端材の発生しない製造加工技術

5G
高速大容量、高信頼•低遅延通信、多数同時接
続の特長をもつ通信機能

AR（拡張現実）/VR（仮想現実）

仮想環境で、現実空間を拡張/補強、代替技術

ドローン

無人で遠隔操作可能な小型飛行機器

Biotechnology
バイオインフォマティクス

分子の構造•変化•挙動等を解析•予測する技術

遺伝子工学

人工的な遺伝子の合成•編集技術

微生物利用・発酵

微生物の代謝活動を利用した 素材•成分の創出技
術

生物機能を利用した生産

生物の細胞や生成物、または生物体内環境を

利用した物質生産技術

細胞培養

動植物の細胞を人工環境下にて増殖させる技術

生物資源の再利用

動植物由来のエネルギー資源を循環利用する技術

その他生物的技術

生物の特性を利用した農法など
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自社・生物多様性への

影響把握は未実施

生物多様性への

影響のみ把握

自社への 影

響のみ把握

優先地域を把握した上で

一部原料を評価

地域的観点は含めず
一部原料を評価

該当企業の割合

（％）

双方の影響

把握まで

踏み込んで

いるのは

割のみ

21% 16%

5%5% 11%

11%

発生源の評価は未実施 31%

優先地域を把握した上で

全原料を評価

全原料に対する評価取り組みには至っていない

26

自社および生物多様性

への影響共に把握

影
響
発
生
源

影響の把握



今後の取り組み推進においては、生物多様性保全の「必然性」と、企業担当者が対応可能な保全に向けた取り組みの具

体的な「方法」の提示が必要との声が挙げられた

自社事業への
生物多様性損失の
インパクト把握方法

企業が求めている情報 企業担当者の具体的なコメント

投資家が求める
開示情報・取り組み内容

具体的な企業アクションにまで
落とし込まれたガイドライン

科学的根拠に基づく目標

サプライチェーンにおける

自社責任範囲の定義

取
り
組
み
の
必
然
性

取
り
組
み
方
法

生物多様性保全に取り組まないことで顧
客や自社事業に起こりうる悪影響の
合理的な説明が経営判断上必要である。

生物多様性の損失は事業に将来どれだ
けのマイナス影響があるか分かりにくい。事業
へプラスの影響をどの程度生み出せるかも
測定したい。

各社の開示情報の粒度感に差異があ
ると感じる。投資家が評価する情報開
示内容がどのような内容であるのか、明確
にしてほしい。

取り組みの明確な対象範囲が定められてい
ないため、実施の充分性の判断基準が各ス
テークホルダの主観的な評価であり不明確。

国際的な基準となっているガイドラインや
指標、モニタリングの方法を知りたい。各地
域での配慮事項、生物のデータベースなどの
参考情報がほしい。

生物多様性について、具体的に何をすれば
いいか不明である。定量評価していくための
指標が標準化されていれば計算して進捗を理
解しやすくなる。

サプライチェーン上のどの範囲まで自社で
対応すべきかを判断できる枠組みを示し
てほしい。全ての対策を要求されても対
応が難しい。

自社単体で全リスクを担保する事は非現
実的。サプライチェーンをトレースする為に
は、遺伝子組換え品などのように社会全体の
仕組み改善が必要。

アパレル業

A社

総合商社

B社

流通業

C社

自動者業

D社

総合商社

E社

自動車業

F社

水産業

G社

食品業

H社
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情報開示目標設定

Science-Based Targets for Nature

（SBT for Nature）

Taskforce on Nature-related Financial Disclosure

（TNFD）

に沿った相互影響・依存の検討事例を本編に掲載 28
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https://tnfd.global/wp-content/uploads/2022/03/220321-TNFD-framework-beta-v0.1-FINAL.pdf


生物多様性の危機と
産業界への影響

第１章
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1

遺伝子が組み合わさって種を形成し、
種が組み合わさって集団の集合体を形成し、

集合体が組み合わさって群集を形成し、

それが物理的世界と相互作用して生態系や、

より大規模なバイオームを形成する

「生物多様性」とは、

「遺伝子」や「種」の多様性だけでなく
「生態系」の多様性も意味する
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間接的な要因

人口統計・
社会文化

経済・技術

制度・統治

紛争・
伝染病

直接的な要因

資源の乱獲・
過剰消費

土地・海域改変

汚染

気候変動

侵略的外来種の
移動

生態系の広がり
と状態

群集における
種間のバランス

種の絶滅リスク

バイオマスと
種の豊富さ

先住民や地域
社会の自然

ライチョウの減少25

• 土地改変や気候変動により、気温の低い
高山にしか住めないライチョウの住処が
さらに山の上に上がっていく

• 上に行くほど、住める範囲が狭まる

• 捕食者もライチョウにつられ上に上がる

• 捕食者との距離が縮まり捕食率が上がる

• 絶滅につながる

生
物
多
様
性
の
減
少

減少分野の例1 複雑に要因が絡んだ種の減少事例

海洋生態系の崩壊事例26

• ラッコを人間が毛皮用に乱獲する

• ラッコが餌とするウニが増加

• ウニが餌とするコンブが激減・磯焼けが
発生

• コンブを主食とするウニ・アワビが大量
発生し海洋生態系が崩壊3





75%

25%

深刻な累積的影響下にある海洋

66%
34%

消失した森林

68%

32%

85%

15%

消失した湿地著しく改変された陸地
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生物多様性の保全に
向けた外圧の高まり
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生物多様性の保全取り組みに
おける企業の役割
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直接的、間接的社会経済システムや社会生態学的シス

テムへの影響

（例：環境リスクの企業開示を通じて影響を受ける金融システ

ム、ロビー活動による海洋資源の管理システム、製品等によ

る環境負荷の情報開示による購買行動の変容など）

原料調達から使用済み原料の最終処理まで一連の事業活

動および拠点における生物多様性への依存と影響

バリューチェーン上の各拠点に地理的に隣接する陸域・

海域・流域への依存と影響

企
業
の
責
任
範
囲

各対象における影響の具体例

企業が営業上または財務上の支配力を持つ事業活動および拠

点における生物多様性への依存と影響

コントロール可能な範囲 影響範囲

社会システム

バリューチェーン隣接地域

バリューチェーン

自社直轄範囲





③調達方針の実行・改善

（1）設定した方針の

実質的効果の確認

（2）外部機関による

方針内容・運用状況の検証

（3）取り組み成果の

報告・公表・改善

②調達方針の策定①評価

代表的なコモディティ

検討事項
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Digital 

Technology

新素材合成



Physical Technology
淡水化・ろ過

排水や混合物からの淡水抽出技術

再生可能エネルギーの効率化技術

原料/原資の効率収集や発電効率改善等を実現す
る技術

ナノテクノロジー

ナノ単位の粒子を制御し、素材•製品開発等に活
かす技術

バイオミミクリー
設計等で自然の構造•機能を模倣し、その恩恵
を人工的に 再現する技術

新素材合成

化学技術の応用による新素材の製造技術

その他物理的技

農具•漁具の加工技術、グリーンインフラ等の建設
手法など

Digital Technology
衛星技術
衛星写真と細かなエリア毎のデータの紐づけに
より、マクロな土地利用変化やその要因を分
析する技術

センシング・AI
熱•速度•音等、対象物の状態データの収集や、
収集データを基にした傾向分析•予測技術

ブロックチェーン
ネットワーク上の端末同士を直接接続し、取
引記録を分散処理•記録する、改ざんが困難
なデータベース技術

3Dプリント

3Dプリンターによる端材の発生しない製造加工技術

5G
高速大容量、高信頼•低遅延通信、多数同時接
続の特長をもつ通信機能

AR（拡張現実）/VR（仮想現実）

仮想環境で、現実空間を拡張/補強、代替技術

ドローン

無人で遠隔操作可能な小型飛行機器

Biotechnology
バイオインフォマティクス

分子の構造•変化•挙動等を解析•予測する技術

遺伝子工学

人工的な遺伝子の合成•編集技術

微生物利用・発酵

微生物の代謝活動を利用した 素材•成分の創出
技術

生物機能を利用した生産

生物の細胞や生成物、または生物体内環境を

利用した物質生産技術

細胞培養

動植物の細胞を人工環境下にて増殖させる技術

生物資源の再利用

動植物由来のエネルギー資源を循環利用する技
術

その他生物的技術

生物の特性を利用した農法など
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自社事業への
生物多様性損失の
インパクト把握方法

企業が求めている情報 企業担当者の具体的なコメント

取
り
組
み
の
必
然
性

取
り
組
み
方
法

生物多様性保全に取り組まないことで
顧客や自社事業に起こりうる悪影響
の合理的な 説明が経営判断上必要で
ある。

生物多様性の損失は事業に将来どれ
だけのマイナス影響があるか分かりにくい。
事業へプラスの影響をどの程度生み出せ
るかも測定したい。

アパレル業

A社

総合商社

B社

投資家が求める
開示情報・取り組み内容

各社の開示情報の粒度感に差異が
あると感じる。投資家が評価する情
報開示内容がどのような内容であるのか、
明確にしてほしい。

取り組みの明確な対象範囲が定められて
いないため、実施の充分性の判断基準
が各ステークホルダの主観的な評価で
あり不明確。

流通業

C社

自動者業

D社

具体的な企業アクション
にまで落とし込まれた

ガイドライン

国際的な基準となっているガイドライン
や指標、モニタリングの方法を知りたい。
各地域での配慮事項、生物のデータベース
などの参考情報がほしい。

生物多様性について、具体的に何をすれ
ばいいか不明である。定量評価していくた
めの指標が標準化されていれば計算して
進捗を理解しやすくなる。

総合商社

E社

自動車業

F社

科学的根拠に基づく目標

サプライチェーンにおける

自社責任範囲の定義

サプライチェーン上のどの範囲まで自
社で対応すべきかを判断できる枠組み
を示してほしい。全ての対策を要求さ
れても対応が難しい。

自社単体で全リスクを担保する事は非
現実的。サプライチェーンをトレースす
る為には、遺伝子組換え品などのように
社会全体の仕組み改善が必要。

水産業

G社

食品業

H社
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Science-Based Targets for Nature

（SBT for Nature）

Taskforce on Nature-related Financial

Disclosure（TNFD）

に沿った相互影響・依存の検討事例を本編に掲載



•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•



•

•

•



⚫

⚫

⚫

https://tnfd.global/wp-content/uploads/2022/03/220321-TNFD-framework-beta-v0.1-FINAL.pdf


https://tnfd.global/wp-content/uploads/2022/03/220321-TNFD-framework-beta-v0.1-FINAL.pdf






1

2

3

4

5

6

https://tnfd.global/wp-content/uploads/2022/03/220321-TNFD-framework-beta-v0.1-FINAL.pdf




次期中期経営計画・
サステナビリティ
レポートの作成

規模の大きい
事業1~3を対象
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